
関西大学大学院法務研究科及び関西大学法学部の法曹養成連携協定 

 

関西大学大学院法務研究科（以下「甲」という。）と関西大学法学部（以下「乙」とい

う。）は、次のとおり、法科大学院の教育と司法試験等との連携等に関する法律（以下

「法」という。）第６条の規定に基づく法曹養成連携協定（以下「本協定」という。）を

交わす。 

 

（目的） 

第１条 本協定は、甲及び乙が連携し、乙における法曹志望者や法律の学修に関心を有する

学生に対して行う教育と甲の既修者コースの教育課程における教育との円滑な接続を図

ることを旨とした、一貫的に接続する体系的な教育課程を編成することを目的とする。 

 

（法曹養成連携協定の対象） 

第２条 本協定において、法第６条第２項第１号に定める連携法科大学院及び法曹コース

は、それぞれ以下のとおりとする。 

一 連携法科大学院 関西大学大学院法務研究科学則第２条第２項に定める法務研究科

法曹養成専攻 

二 連携法曹基礎課程 関西大学法曹コース運用内規（乙における学部内規）に基づき、

関西大学学則第２条に規定する法学部法学政治学科に設置する関西大学法曹コース

（以下「本法曹コース」という。） 

 

（法曹コースの教育課程） 

第３条 乙は、本法曹コースの教育課程を別紙１のとおり定める。 

 

（法曹コースの成績評価） 

第４条 乙は、本法曹コースの成績評価基準を別紙２のとおり定め、当該基準に従い成績評

価を行うものとする。 

２ 乙は、甲が合理的な理由に基づき、本法曹コースに在籍する学生の成績評価結果及び乙

に属する学生の成績に関する情報の提供を求めた場合には、甲に対し当該情報を提供す

るものとする。 

 

（早期卒業の基準等） 

第５条 乙は、早期卒業制度の要件を別紙３のとおり定め、当該要件に従い卒業認定を行う

ものとする。 

 

（本法曹コースに在籍する学生に対する学修支援等） 

第６条 乙は、本法曹コースに在籍する学生が、入学後早期の段階から、計画的に甲の教育

課程と一貫した学修を受けることができるよう、また、前条に定める卒業認定を受けるこ

とができるよう適切な学修支援を行うことを目的として、次に掲げる学修支援体制を構

築するものとする。 

 一 別紙１に定める少人数科目の担任者を学習指導教員とすること 

 二 前号の学修指導教員を補佐し、学修その他の就学に関する助言を行う教員として実

務経験のある教員を必要に応じて配置すること 



 三 適切な時期に、制度に関する説明会の実施をはじめとする情報提供の機会を設ける

こと 

 四 前三号に関して、第一号に定める学習指導教員以外の教員との面談等の機会を設け

るとともに、その結果を第８条に定める連携協議会に報告し、必要に応じて学修支援体

制の見直しを行うこと 

 

（甲の乙に対する協力等） 

第７条 甲は、本法曹コースにおいて、甲における教育との円滑な接続に配慮した教育が十

分に実施されるように、以下の協力を行うものとする。 

 一 甲に在籍する学生の学修に配慮しつつ、本法曹コースに在籍する学生に対し、甲にお

いて開設する授業科目を履修する機会を提供すること 

 二 乙の求めに応じ、本法曹コースにおいて開設される授業科目の一部の実施及び第６

条に定める学修支援体制の構築のほか、本法曹コースに在籍する学生の学修支援に関

する取組の実施に当り、教員を派遣すること 

 三 乙における教育の改善・充実のために、共同して改善・充実に向けた活動を行うこと 

 

（連携協議会） 

第８条 甲及び乙は、甲における教育と本法曹コースにおける教育との円滑な接続を図る

ための方策について継続的に調査研究及び協議を行うために、必要に応じて会議を開催

するものとする。 

 

（入学者選抜の方法） 

第９条 甲は、本法曹コースを修了して入学を希望する者を対象として、以下の入学者選抜

を実施する。 

 一 ５年一貫型教育選抜 論文式試験を課さず、本法曹コースの成績等に基づき合否判

定を行う入学者選抜 

 二 開放型選抜 論文式試験を課し、本法曹コースの成績等と併せて総合的に判断して

合否判定を行う入学者選抜 

２ 前項各号の入学者選抜の募集人員、出願要件その他の入学者選抜の実施に関する事項

は、別紙４のとおりとする。 

 

（協定の有効期間） 

第１０条 本協定の有効期間は、２０２０年４月１日から５年間とする。ただし、本協定の

有効期間満了の１年前の日までに、甲又は乙の一方が他方に対し本協定の更新拒絶を通

知しない場合には、有効期間を更に５年間延長して更新することとし、以後も同様とする。 

２ 甲及び乙は、合意により、本協定を廃止することができる。 

 

（協定に違反した場合の措置） 

第１１条 甲又は乙は、他方当事者が本協定に規定された事項を履行しない場合には、他方

当事者に対し、相当の期間を定めてその改善を申し入れることができる。 

２ 甲又は乙は、他方当事者が前項の申入れを受けてもなお申し入れた事項の履行に応じ

ない場合は、本協定の廃止を通告し、本協定を終了することができる。ただし、申入れを

受けた当事者が履行に応じないことに正当な理由がある場合は、この限りでない。 



（協定が終了する場合の特則） 

第１２条 第１０条又は前条第２項の規定により本協定が終了する場合にあっては、甲若

しくは乙が本協定の更新を拒絶し、甲及び乙が本協定の廃止に合意し、又は甲若しくは乙

が本協定の廃止を通告した時点において現に本法曹コースに在籍し、又は在籍する予定

である学生が本法曹コースを修了するときに終了するものとする。 

 

（協定に定めのない事項等） 

第１３条 甲及び乙は、本協定に定めのない事項であって協定の目的の実施に当たり調整

が必要なもの及び協定の解釈に疑義を生じた事項については、第８条に規定する連携協

議会において協議する。 

 

 本協定は２通作成し、甲及び乙が各１通を保有するものとする。 

 

2020 年 11 月 29 日 

 

関西大学大学院法務研究科長        関西大学法学部長              

 

   早 川   徹              小 泉  良 幸      

                 



＜別紙１＞乙の法曹コースの教育課程

関西大学法曹コース概要

1 乙の法曹コースの教育課程編成の方針
　乙は、甲における教育と円滑に接続することを目的とした体系的かつ段階的な教育課程を次のカリキュラムポリシーに基づき編成する。

【関西大学法曹コースカリキュラムポリシー】

①　実定法に関する体系的履修を通して、基礎的知識を修得させると共に、基本的な判例を理解できるようにする。

②　法曹コースのために設けられた少人数科目の履修を通して、憲法、民法、刑法を中心  に知識の定着を図ると共に、基礎的知識の応用力を鍛え、かつ、法的文書を起案できるようにする。

③　講義科目と少人数科目のそれぞれの特色を生かし、相乗効果を発揮させることを目  的に、体系的系統的な履修モデルを提示し、それを踏まえた履修指導を行う。

２ 乙の法曹コースの教育課程
◆以下に記載の科目は全て１科目２単位で開講している。

【少人数科目】 【法律学に係る講義科目・演習科目】
発展演習憲法（法曹クラス） ○講義科目

発展演習民法（法曹クラス） 憲法３ 憲法４ 比較憲法 行政法２ 行政救済法１ 行政救済法２ 地方自治法 租税法１

発展演習刑法（法曹クラス） 租税法２ 民法詳論１ 民法詳論２ 知的財産法１ 知的財産法２ 刑事訴訟法１ 刑事訴訟法２ 刑事学総論

事例講義憲法（法曹） 刑事学各論 商行為法 会社法３ 有価証券法２ 保険法 海商法 経済法１ 経済法２

事例講義民事法（法曹） 民事訴訟法１ 民事訴訟法２ 民事訴訟法３ 民事執行・保全法１ 民事執行・保全法２ 倒産法１ 倒産法２ 国際法１

事例講義刑事法（法曹） 国際法２ 国際法３ 国際法４ 国際法５ 国際法６ 国際私法１ 国際私法２ 国際取引法１

展開講義（リーガルリテラシー１） 国際取引法２ 労働法１ 労働法２ 労働法３ 労働法４ 社会保障法１ 社会保障法２ 法学入門

展開講義（リーガルリテラシー２）

○事例講義

【法律基本科目】
○憲法 ○展開講義

憲法1 法律実務論 行政法の現代的課題 登記法１ 登記法２ 刑法各論 刑事法特論１ 刑事法特論２ 国際租税法

憲法2 商法

○民法 ○演習科目

民法1 専門演習１a 専門演習1ｂ 専門演習２a 専門演習2ｂ

民法2 ※専門演習は、履修指導により以下の分野を取り扱う演習クラスの受講を推奨する。

民法3 憲法、民法、刑法、商法、刑事訴訟法、民事訴訟法、行政法、租税法、

民法4 民事実務、知的財産法、刑事学、経済法、国際法、国際私法、労働法

民法5

民法6 ★法曹コース修了要件
民法7 ８単位以上
民法8 34単位

18単位以上
○刑法 60単位以上

刑法各論 ※「少人数科目」において、修了要件に定める科目を全て修得したうえで8単位を超えて修得した単位については、

刑法総論 「法律学に係る講義科目・演習科目」の修了所要単位に算入することができる。

○商法・会社法

商法総論・総則

有価証券法1

会社法1

会社法2

○行政法

行政法1 必修 ⇒ ２単位

選択

事例講義憲法（人権）

選択必修

１科目２単位

合計

事例講義民事法（民法）

３科目６単位を必修 ⇒
計８単位

以上

計18単位

以上

必修 ⇒ 16単位

計34単位

必修

必修 ⇒ ４単位

⇒ ４単位

事例講義刑事法（刑法）

少人数科目

法律基本科目

法律学に係る講義科目・演習科目

必修 ⇒ ８単位



＜別紙２＞乙の法曹コースにおける成績評価の基準 

 

乙において成績は、各科目の成績（素点）に基づき、次の評語によって学生に発表することとし、

「可」以上を合格とする。 

素点 成績評価結果の評語 評価の割合 

100～90 秀 10％以内 

89～80 優 20％程度 

79～70 良 40％程度 

69～60 可 

30％程度 59～0 不可 

不受験 ★ 

 

１ 別紙１に定める少人数科目において「秀」評価を付する際の基準については、「当該科目にお

ける到達目標として定める修得すべき学識及びその能力がその基準を大きく上回り、法科大学

院既修者コースの教育課程における学修内容を十分に理解しうるレベルにまで達している場合」

とする。 

２ また、前項の評価並びに「不受験」及び単位修得に必要な到達目標に達していないとされる

「不可」の評価に限り、上記割合を超えて付することができるものとする。 

 
 
【GPA 算出方法】 

各評価に対し、秀（S）＝4.0、優（A）＝3.0、良（B）＝2.0、可（C）＝1.0、不可（F）・不受験（I）＝0

の GP（Grade Point）を付与し、次のとおり平均点（GPA）を算出する。 

 

（秀（S）修得単位数×4.0＋優（A）修得単位数×3.0＋良（B）修得単位数×2.0＋可（C）修得単位

数×1.0）÷総履修単位数（S＋A＋B＋C＋F＋I） 

 

 

以上 



 
＜別紙３＞乙の法曹コースに在籍する学生を対象とする早期卒業制度 

1 
 

 
 

2019 年度入学生対象 
法学部早期卒業制度（2022 年 3 月卒業）実施・出願要領 

 
法学部では、本学大学院への進学を強く希望する学生を念頭に、卒業に必要な単位を優秀

な成績で修得したと認めた学生に対し、3 年以上の在学をもって卒業を認め、学士の学位を

与える早期卒業制度を設けています。 
早期卒業制度の実施概要及び出願手続等については、以下のとおりです。 

 
１ 早期卒業制度への出願について 
(1) 出願資格について 
 出願時点で、次のア～ウの条件を全て満たす者 
ア 出願時点で、法学部に入学から 4 学期連続在学見込みであること 
イ 出願時点で卒業所要単位のうち 65 単位以上を修得している者 
ウ 出願時点で通算 GPA が 2.90 以上の者 
 

(2) 出願手続について 
ア 期間  2020 年 11 月 5 日(木)～12 日(木) 各日 9 時～17 時（日曜を除く） 
イ 場所  教務センター（法学部窓口）（第 2 学舎 1 号館 1 階）へ出願書類を提出する 

※持参のみ受付、郵送等は不可 
ウ 出願書類 

○早期卒業許可願（本学所定の様式） 
 
(3) 早期卒業候補者の認定について 

2 年次秋学期終了時点で、次のア～ウの条件を全て満たす者 
ア 法学部に入学から 4 学期連続在学した者 
イ 卒業所要単位のうち 87 単位以上を修得している者 
ウ 通算 GPA が 2.90 以上の者 

 
○ 出願書類と成績を総合的に判断し、法学部教授会で選考を行い、早期卒業候補者を決

定します。 
○ 結果は、2021 年 3 月第 3 週目以降（予定）に教務センター（法学部窓口）（第 2 学舎

1 号館 1 階）にて確認してください。 
 



 

 

2 
 

２ 早期卒業の認定について 
(1) 早期卒業の条件 

3 年次秋学期終了時点で、次のア～エの全てを満たし、かつ、オまたはカのいずれかの条

件を満たした者。 
ア 早期卒業候補者であること 
イ 法学部に入学から 6 学期連続在学したこと 
ウ 卒業所要単位を全て修得したこと 
エ 通算 GPA が 3.00 以上の者 
オ 本学大学院の入学試験に合格している者 
カ 本学の法曹コースを修了し、文部科学省から適当である旨の認定を受けた「法曹養成

連携協定」をいずれかの学部等と締結している法科大学院が実施する「連携法曹基礎

課程を修了して連携法科大学院に入学しようとする者を対象とした入学者選抜」に

合格している者 
 

(2) 早期卒業成績発表について 
  早期卒業成績発表については、2022 年 3 月上旬に行います。 
 
 
３ 履修上の措置及び注意事項 
(1)早期卒業候補者に学期途中で学籍異動があった場合は、早期卒業候補者から外す。 

 
(2)早期卒業候補者から、所定の期間（3 年次 11 月ごろを予定）に辞退の申し出があった場

合は、早期卒業候補者から外し、4 年間の在学を認める。 
 
(3)早期卒業を辞退した者または早期卒業が認められなかった者が 3 年次末に卒業所要単位

を全て修得した場合でも、4 年次の各学期において 4 単位以上を履修し、1 年間在学しなけ

ればならない。 
 

以 上 



<別紙 4> 乙の法曹コースを修了して甲の法曹養成専攻に入学しようとする者を対象とする入学者選抜の方法 
 

 
① 方  式：５年一貫型教育選抜 
募集人員：５名 ※ 

出願資格：以下のいずれの条件も満たす者 
（１）乙の３年次に在学する者又は４年次に在籍する者で、本法曹コースの修了要件を満たし、当該年度末ま

でに卒業見込みの者（３年次に在学する者は、早期卒業制度の要件を満たすこと） 
（２）出願年度の春学期末までのGPAが3.15以上の者又はその基準を満たす見込みの者 
（３）出願年度の春学期末までに、以下の全ての科目を修得している者又は修得見込みの者 

ア 「事例講義憲法（法曹）」、「事例講義民事法（法曹）」、「事例講義刑事法（法曹）」 ３科目６単位 
イ 「展開講義（リーガルリテラシー１）」、「展開講義（リーガルリテラシー２）」 ２科目４単位 
ウ 「発展演習民法（法曹）」 １科目２単位 
エ 「発展演習憲法（法曹）」又は「発展演習刑法（法曹）」 いずれか１科目２単位 

    （４）（３）の科目の出願年度の春学期末までのGPAが3.50以上の者またはその基準を満たす見込みの者 
注）５年一貫型教育選抜に合格した者が、以下のいずれかに該当する場合は入学を許可しない。 
・当該年度末までに卒業できなかった場合又は本法曹コースを修了できなかった場合 
・（２）に定める基準について、出願年度の春学期末及び年度末において当該基準を満たすことができなか

った場合 
・（３）に定める科目について、出願年度の春学期末までに当該科目を修得することができなかった場合 
・（４）に定める基準について、出願年度の春学期末において当該基準を満たすことができなかった場合 

 合否判定：書類審査の得点及び面接試験の得点の合計点により合否を判定する。 
    （１）書類審査は、以下のとおり行うこととする。 

・出願年度の春学期までの学業（学部）成績（GPA）を査定の対象とする。 
・合否査定時に出願資格（３）に定める科目を修得していること並びに出願資格（２）及び（４）に定め

る成績基準を満たしていることが確認できない場合は、合計得点に関係なく不合格とする。 
    （２）面接試験は、以下のとおり行うこととする。 

・学部等における勉学状況等に関する質疑を行い、コミュニケーション能力、理解力、表現力などを総合

的に評価する。 
・面接試験の得点が基準点に達しない場合は、合計得点に関係なく不合格とする。 

 
② 方  式：開放型選抜 
募集人員：５名 ※ 

出願資格：乙の３年次に在学する者又は４年次に在籍する者で、本法曹コースの修了要件を満たし、当該年度末まで

に卒業見込みの者（３年次に在学する者は、早期卒業制度の要件を満たすこと） 
      注）開放型選抜に合格した者が、当該年度末までに卒業できなかった場合又は本法曹コースを修了でき

なかった場合は入学を許可しない。 
合否判定：書類審査の得点、論文式試験（法律科目）の得点及び面接試験の得点の合計点により合否を判定する。 

    （１）書類審査は、以下のとおり行うこととする。 
・出願年度の春学期までの学業（学部）成績（GPA）を査定の対象とする。 

    （２）筆記試験（論文式試験：法律科目）については、以下のとおり行うこととする。 
      ・各科目の出題範囲は以下のとおりとする。 

科目 出題範囲 
憲法 憲法全般 
民法 民法全般 
商法 商法全般 
刑法 刑法全般 

 ・憲法、民法、商法及び刑法のいずれか１科目でも、基準点に達しない場合（得点が配点の30％未満とな

る場合）は、合計得点に関係なく、原則として不合格とする。 
（３）面接試験は、以下のとおり行うこととする。 

・学部等における勉学状況等に関する質疑を行い、コミュニケーション能力、理解力、表現力などを総合

的に評価する。 
・面接試験の得点が基準点に達しない場合は、合計得点に関係なく不合格とする。 

 
※募集人員については甲の特別選抜入学試験における募集人員であり、本法曹コース修了者に限るものではない。 

以上 


